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 産業振興常任委員会行政視察研修の内容について、下記のとおり報告いたしま

す。  

 

記  

 

≪青森県産業技術センター≫  

１．期  日：令和７年１０月２９日（水）  

２．目  的：衛星画像を活用した「青天の霹靂」の生産支援の取組みについて  

３．視 察 先：青森県産業技術センター 農林総合研究所スマート農業推進室  

４．視察概要  

 （１）２０１５年デビューのブランド米「青天の霹靂」を、衛星画像を利用し  

た生産支援を開始、津軽地域１３市町村２，０００ha で作付けされ、  

以来青森初の食味特Ａランクを継続している。  

 （２）衛星画像から１日１０，０００地点以上の情報を得て、圃場１枚毎に  

   「①収穫時期②タンパク質含有量③収量④土壌の肥沃度（ひよくど）」  

の４つを判定し、各項目をマップ化し青天ナビで施肥・収穫を指導。  

 （３）生産者は県庁に情報登録、出荷団体は作付け圃場を登録、農林総合研究  

所が衛星から推定した生育データを共有し、指導員が「青天ナビ」を参  

考にして圃場１枚ごとに指導が可能、生産者もナビを参考に圃場管理。 

 （４）収量はナビ使用後に１ .２俵／１０ａ増加、玄米タンパク含有量が６ .０％  

超だった農家３０戸にナビを参考に指導し７割が改善された。  

 （５）地域農家への経済効果は６．８億／年と試算され、農家の声として水田  

毎に収穫時期がわかり、ナビを通じて肥料の加減や刈り取り時期が適時  

行うことがでるとの評価を得ている。  

５．所  感 

   県、ＪＡ、出荷団体、生産者、農総研の関係機関が衛星データを共有活用  

し、連携し食味ランキング特Ａ、ブランド化を確立している取り組みは高く  

評価される。  

 当町においても、３年程前から衛星システムを活用した稲生育管理システ



ム管理業務委託を行い、そのデータを登録生産者１２７名が個々にデータを

活用栽培に生かしているので、今後は当町の米ブランド化に向けて、さらに

踏み込んだ土壌分析やタンパク含有率の適正化などの指導体制、関係機関と

の連携検討が不可欠と感じた。  

 当町においても課題を検証し、ブランド米の確立と販売体制の構築を目指

してもらいたい。  

 

 

≪岩手県九戸村≫  

１．期  日：令和７年１０月３０日（木）  

２．目  的：自伐型林業政策における地域おこし協力隊の役割等の取組みに  

ついて  

３．視 察 先：岩手県九戸村（人口約５,０００人）  

４．視察概要  

 （１）森林整備、木質バイオマスエネルギーの地産地消、山林所有者の所得向  

上などを目的として森林整備事業を開始し、令和５年５月に「木の駅」  

を設置。  

 （２）令和３年度より地域おこし協力隊を募集、村の自伐型林業をスタート、 

自伐型林業は有望な樹木を残し、３割程度を間伐する方式の普及を目的  

にし、村内の森林を整備、間伐材を村内で活用する森林資源の循環モデ  

ルとして「木の駅」をスタートさせた。  

 （３）財産区による山林管理は旧村単位の３地区があり、合わせて１，５３８  

ha を所有し管理運営していた。地域おこし協力隊は、財産区山林で就業  

体験し、それを見て村民も山を貸す方も現れてきた。  

 （４）会員２４名の方から丸太の買取り、長さ１メートル、口径５㎝～２５㎝  

の丸太を１ｍ３当たり、杉・松（６，０００円）ナラ類（７，０００円）  

その他雑木（５，０００円）で買い取り、令和６年６月から薪を商品化  

し７，５００円から１１，０００円で販売。  

また、除伐２１８，０３６円／ha、保育間伐２８６，０２２円／ha、  

作業道整備や林業機械のレンタルに対する各種補助施策がある  

 （５）地域おこし協力隊は令和３年度から令和７年度まで２２名採用（内自伐  

    型林業７名）。主な活動として、自伐型林業、伝統工芸、養蜂、交流情  

報発信など。定住者は「地域林政アドバイザーを村会計年度任用職員と  

して起用」と「合同ライトリソースを設立」の２名。  

５．所 感  

   九戸村は森林面積が７５％を占めており、持続可能な自伐型林業を推進す  

るための各種補助金制度があり適切な森林整備と環境保全を行っていた。  

   推進の担い手として地域おこし協力隊と連携して森林整備を行い、とりわ  

け自伐型林業の担い手育成などの事例は感銘を受けた。  

   当町においても山林面積が７０％を占めており、課題はあるが、林業振興  



には可能性があると考えられる。現在、林業施策は近年手付かずの状態にあ  

り、今後需要を検証され新たな施策検討を期待する。  

  なお、今回２カ所の視察とも農業振興課長をはじめ職員２名が同行し、先  

進地の取組み状況を議会と行政が一体的に学んだことで課題を共有できた  

ことは今後の取組みを考える上で有意義な研修だったと感じる。  

 


